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研 修 成 果 報 告 書 

 

  福島町議会議員研修条例第７条の規定により、次のとおり成果を報告します。 

 

記 

 

１ 研修日時  令和６年７月２日（火）  

午後１時～午後４時３０分 

 

２ 研 修 先  札幌市 「札幌コンベンションセンター」 

 

３ 研修目的  令和６年度北海道町村議会議長会主催議員研修会 

 

４ 成  果  別紙のとおり 

 

  【研修会講演内容】 

 

   （１）「札幌が東京より暑くなる！？～加速する気候変動～」 

                  気象予報士  森   朗   氏 

 

（２）「人口減少と市町村の重要性・民主主義について」 

                  元衆議院議長 大 島 理 森 氏 

   

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（１）「札幌が東京より暑くなる！？～加速する気候変動～」 

                  気象予報士  森   朗   氏 

 気象予報士の森さんについては、TBS系「ひるおび」で司会の恵俊彰さんとの掛

け合いが面白く、解りやすく、特に台風の予測については、関心をもってみること

がありました。 

 気象予報関連の話を聞くのは初めてで、詳細なデータを元に専門家らしく丁寧に

話しされていたことが印象に残りましたし、気候変動が加速化する要因、北海道も

東京並みに温暖化すると考える根拠が若干理解できる良い機会であったと思って

おります。 

現実として、深刻な地球温暖化による、異常気象状況の連鎖が、全国的に想像を

超える甚大な被害・犠牲となる報道が絶えませんし、熱中症の発症、農作物の不作、

天然昆布・いか・鮭等の不漁は、日本全体に幅広い影響を及ぼしております。 

 エルニーニョ現象、ラニーニャ現象、線状降水帯、局地的集中豪雨、竜巻注意報

等、聞きなれなかった気象用語が、頻繁に報道されるようになり、急峻な海岸線、

狭隘な地形に位置する集落、川幅が狭く海岸への距離が短い、町の地勢を考慮する

と、災害が少ない福島の防災体制が十分なのかと不安になることがあります。 

 異常気象が続く現状では、日本全国どこでも可能性があるとして、異常ではなく

常態化すると考慮し、防災対策の見直しをさらに慎重に検討し実行する段階にある

と認識をする良い機会となりました。 

 

（２）「人口減少と市町村の重要性・民主主義について」 

                  元衆議院議長 大 島 理 森 氏 

 衆議院議会議長として、異例の議長所感を示したことが、強く印象に残っている、 

森友学園をめぐる財務省決裁文書の改ざんに関連し、混迷する状況を憂い、安倍政

権に反省と改善を促すもので、日本の民主主義の根幹を揺るがす重大な問題として

提起していた。 

 時間も経過し、退任した状況で、安倍政権の総括について詳細に話されるものと

期待していたが、残念ながら、話が散漫で起承転結が整理されず、まとまりが悪い

話であったと感じている。 

 補足を加えて報告とする。 

 ・ロシア、中国、北朝鮮等の専制主義国家の拡大による悪影響が懸念される。 

  欧米では、グローバル中間層が没落し自国ファーストを掲げる政党が多く進出

し、自国第一主義、反移民、反気候変動政策などを掲げる右派勢力の拡大が続

いている。（既に、イタリア、スウェーデン、フィンランド、ハンガリーでは

右派が政権に参加。フランス、ドイツ、ベルギーなどでも右派への支持が高まっ

ている。） 

 ・比較して、自民党政権中心の日本は、「分断なき社会・政治」が維持され世界

的には、安定してきたと自負しており、政務活動費関連の体たらくについては、

しっかり検証し、国民に説明しなければならない、それができるのが自民党で、

新しい自民党がスタートできると強調したが、現実は、理解できるものとなっ

ていないと思慮する。 

＊「失われた30年」と言われ、経済の停滞が続きながら、失業率が突出すること



もなく、治安が大きく乱れることもなかったのは確かだが、小選挙区制度を取

り入れながら、欧米に比較して、長期にわたり一党支配が続く異常な状況の弊

害が出ているものと推察する。 

  都知事選挙等での、既成政党を超える新しい動向は、大きな変化の予兆を感

じさせるが、選挙ポスター掲示板、選挙カー妨害等の想像を超える状況は、正

常とは思えず恐怖さえ感じる。地方選挙では無いと信じたいが、今回の事象に

対処する公選法の早急な改正を望む。 

・人口減少問題についても、国民の信頼を取り戻した上で、党派を超えて、国民

全体で考えなければならないとし、町村は「人間関係の資本」であることを強

調しておりました。 

＊地方自治は民主主義の基盤であり、また、地方自治への参加を通じて住民が民

主主義の在り方を学ぶという「民主主義の学校」であると言われている。 

 理想としては、理解できるが、実践として、どこまで周知・実現されているか

と問われても、明確に答えることができないというのが実感である。 

この機会に改めて、地域主権型社会の実現を目指す、「依存からの脱却」「先行

モデルの実施」「理念の共有」を考える機会とした。 

 


